
（３）団体からの提案議題 １ 

 

（一社）長野県建築士事務所協会 

 

 

「建築物の設計・工事監理業務の 

受注者選定について」 

  



価格競争による入札方式において、ダンピング（過度に低い価格での受注）が発生すると、業務の品質低下を

招き、ひいては建築物の品質の低下につながる恐れがあり、公共工事の品質確保の促進に関する法律（公共工

事品確法）や国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律（環境配慮契約

法）の趣旨にも反することになります。 

令和元年６月に「公共工事品確法」が改正され、公共工事に関する測量・調査・設計業務が基本理念及び発注

者・受注者の責務の各規程の対象に追加されました。同法は昨年６月１９日にも改正され、担い手確保（働き方改

革・処遇改善の推進、適切な価格転嫁）、地域建設業等の維持（適切な入札条件での発注、災害対応力の強化）、

生産性向上の課題の解消に向け公共工事等の発注体制の強化がなされています。 

従いまして、公共建築物の設計・工事監理業務の設計者選定に際しては、「公共工事品確法」の趣旨に則り、発

注業務の平滑化を図りつつ適切な設計工期を確保することが重要です。基本的には価格競争による入札方式で

の選定を行い、建築物の規模や特性等に応じて必要な場合には、価格以外の要素を考慮したプロポーザル方式

等の選定方式を採用されますよう特段のご配慮をお願いします。あわせて、持続可能な体制の実現に、若手を含

む優秀な新規参入者の参入を促進するため、経験年数、実績、資格等についても再考の上、応募要件の緩和に

ついて御検討をお願いします。 

国土交通省では、品確法運用指針に基づき測量・調査・設計業務の発注関係事務が適切に行われているかの把

握のため、毎年度調査を実施し公表しています。令和６年度についても〘①低入札価格調査基準又は最低制限価

格の設定・活用の徹底等、②履行期間の平準化・履行期限の分散、③入札契約方式の選択・活用（プロポーザル

方式・総合評価落札方式の積極的な活用）〙の調査において、以下が公表されています。発注者協議会、監理課

長等会議、都道府県公契連等を通じ調査結果を共有し、発注関係事務の改善に向けた更なる取組を推進するとさ

れておりますので、地方自治体におかれても一層推進くださいますようお願いします。 

①ダンピング対策については、特殊法人等では約２割、市区町村では約４割が未導入 

②履行時期の平準化については、国の業務は７割超が第４四半期に履行期限が集中している状況 

③休日の考慮については、一部市区町村を除き、全ての団体で考慮されている 

④情報共有システム（ASP）については、特殊法人等、市区町村の導入が１割未満にとどまる。 

⑤プロポーザル方式については、市区町村の導入に遅れ 

⑥総合評価落札方式については、市区町村の導入が１割未満にとどまる。 

【参考】 

令和６年度 業務に関する運用指針調査の結果について（令和６年１２月） 

https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo13_hh_000001_00269.html 

地方公共団体における業務に関するダンピング対策の「見える化」  

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/nyukei-portal/ 

https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo13_hh_000001_00284.html（令和７年３月） 

建築物の設計・工事監理業務の設計者選定に際しては、以下を要望いたします。 

１．価格競争による入札方式で設計者の選定をする場合は、公共工事品確法第７条第１項第５

号の規定に基づき適正な価格による「最低制限価格」又は「失格基準価格」を９０％以上に

設定していただくこと。 

２．建築物の規模や特性等により必要な場合は、公共工事品確法等の趣旨に則り、建築物の規

模に応じ、技術的能力や提案内容などを参考に実力のある若手を含む優秀な新規参入者促進

のため、応募要件を緩和したうえで、プロポーザル方式、設計競技方式、資質評価方式など

を採用していただくこと。 

また、参加者に負担をかけないよう提出物の公平性及び費用を考慮していただくこと。 
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長野県 実施 本格導入 試行導入 導入
全案件事
後公表

未導入 ―
活用してい

る
全案件事後公

表 92.9%

長野市 実施 未導入 本格導入 導入
全案件事
後公表

導入
全案件事
後公表

活用してい
る

全案件事後公
表 90.8%

松本市 未実施 未導入 本格導入 導入
全案件事
後公表

導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 94.3%

上田市 実施 未導入 本格導入 導入
全案件事
後公表

導入
全案件事
後公表

活用してい
る

全案件事後公
表 88.7%

岡谷市 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない
全案件事後公

表 98.7%

飯田市 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 96.6%

諏訪市 実施 未導入 本格導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
る

全案件事後公
表 92.7%

須坂市 実施 未導入 本格導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 88.9%

小諸市 実施 未導入 本格導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

る
全案件事後公

表 100.0%

伊那市 実施 未導入 未導入 導入
全案件事
後公表

導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 87.5%

駒ヶ根市 実施 未導入 本格導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 89.5%

中野市 実施 未導入 本格導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 87.3%

大町市 実施 未導入 本格導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 99.8%

飯山市 実施 未導入 試行導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 95.2%

導入状況 ダンピング対策
R5年度競
争入札平
均落札率

令和６年度 業務に関する運用指針調査結果(2024.12.18 国土交通省公表)
～ダンピング対策で進展も、市区町村における更なる取組の改善が課題～

＜建築コンサルタント業務＞

一般競争
総合評価
プロポーザル
低入札価格調査制度
最低制限価格
予定価格
平均落札率
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茅野市 未実施 未導入 本格導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
る

全案件事後公
表 94.2%

塩尻市 未実施 未導入 試行導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 98.0%

佐久市 実施 未導入 試行導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 96.7%

千曲市 実施 未導入 未導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 80.8%

東御市 実施※ 未導入 試行導入 導入
全案件事
後公表

導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 73.5%

安曇野市 実施 未導入 本格導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
る

全案件事後公
表 95.7%

小海町 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

る

原則非公表、
一部案件で事

後公表
-

川上村 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 導入

原則非公
表、一部案
件で事前公

表

活用してい
ない

原則非公表、
一部案件で事

前公表
-

南牧村 実施 未導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

る

原則非公表、
一部案件で事

後公表
-

南相木村 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 導入

原則非公
表、一部案
件で事後公

表

活用してい
ない

原則非公表、
一部案件で事

後公表
-

北相木村 未実施 未導入 未導入 導入

原則非公
表、一部案
件で事後公

表

未導入 ―
活用してい

る

原則非公表、
一部案件で事

後公表
-

佐久穂町 未実施 未導入 試行導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
る

全案件事後公
表 -

軽井沢町 未実施 未導入 本格導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

る

原則非公表、
一部案件で事

後公表
97.1%

御代田町 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない

原則非公表、
一部案件で事

後公表
-

立科町 未実施 未導入 本格導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない
全案件非公表 -

青木村 実施※ 未導入 未導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 -

長和町 未実施 未導入 本格導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない
全案件事後公

表 92.1%

下諏訪町 未実施 未導入 試行導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない
全案件事後公

表 97.3%

富士見町 実施 未導入 未導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
る

全案件事後公
表 99.6%

原村 未実施 未導入 本格導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない
全案件事後公

表 -

辰野町 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない
全案件事後公

表 79.9%
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＜建築コンサルタント業務＞

箕輪町 実施 未導入 試行導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない

案件により事
後公表及び事
前公表を併用

96.9%

飯島町 未実施 未導入 試行導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない
全案件非公表 92.3%

南箕輪村 実施 本格導入 本格導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 75.4%

中川村 未実施 未導入 試行導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない

原則非公表、
一部案件で事

後公表
73.1%

宮田村 未実施 未導入 本格導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

る
全案件事後公

表 100.0%

松川町 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない
全案件事後公

表 88.5%

高森町 未実施 未導入 本格導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない
全案件事後公

表 94.9%

阿南町 未実施 試行導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

る
全案件事後公

表 -

阿智村 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない
全案件非公表 95.8%

平谷村 実施※ 未導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない

原則非公表、
一部案件で事

後公表
-

根羽村 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

る

原則非公表、
一部案件で事

後公表
-

下條村 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない

原則非公表、
一部案件で事

後公表
-

売木村 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 導入

原則非公
表、一部案
件で事前公

表

活用してい
ない

原則非公表、
一部案件で事

前公表
-

天龍村 未実施 未導入 本格導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 -

泰阜村 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない

原則非公表、
一部案件で事

後公表
-

喬木村 未実施 未導入 本格導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない

原則非公表、
一部案件で事

後公表
98.0%

豊丘村 実施 未導入 本格導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない
全案件事後公

表 -

大鹿村 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない
全案件非公表 -

上松町 未実施 未導入 試行導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
る

全案件事後公
表 96.3%

南木曽町 実施※ 試行導入 試行導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 94.5%

木祖村 未実施 試行導入 未導入 導入
全案件事
後公表

導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 -
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＜建築コンサルタント業務＞

王滝村 未実施 未導入 本格導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 100.0%

大桑村 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 -

木曽町 実施※ 未導入 試行導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
る

全案件事後公
表 95.3%

麻績村 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

る

原則非公表、
一部案件で事

後公表
-

生坂村 未実施 未導入 本格導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない

原則非公表、
一部案件で事

後公表
-

山形村 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない

原則非公表、
一部案件で事

後公表
-

朝日村 実施 本格導入 本格導入 未導入 ― 導入

原則非公
表、一部案
件で事後公

表

活用してい
ない

原則非公表、
一部案件で事

後公表
98.0%

筑北村 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 95.0%

池田町 実施 未導入 未導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 80.7%

松川村 未実施 未導入 未導入 導入
全案件事
後公表

未導入 ―
活用してい

ない
全案件事後公

表 97.5%

白馬村 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 -

小谷村 実施 未導入 本格導入 未導入 ― 導入
全案件非
公表

活用してい
る

全案件非公表 -

坂城町 実施※ 未導入 未導入 導入
全案件非
公表

未導入 ―
活用してい

ない
全案件事後公

表 -

小布施町 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない
全案件事後公

表 78.5%

高山村 実施※ 未導入 本格導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない
全案件事後公

表 -

山ノ内町 未実施 未導入 本格導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 100.0%

木島平村 実施 未導入 本格導入 未導入 ― 導入
全案件事
後公表

活用してい
る

全案件事後公
表 94.5%

野沢温泉村 実施※ 未導入 試行導入 未導入 ― 導入

原則非公
表、一部案
件で事後公

表

活用してい
る

全案件事後公
表 98.4%

信濃町 実施 未導入 本格導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

る
全案件事後公

表 98.9%

小川村 実施 未導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない

原則非公表、
一部案件で事

後公表
-

飯綱町 実施 未導入 未導入 導入
全案件事
後公表

導入
全案件事
後公表

活用してい
ない

全案件事後公
表 78.8%
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平準化の
取組

機関
団体

一般
競争

総合評価
落札方式

プロポーザ
ル

方式

低入札価
格調査制
度の導入

状況

低入札価
格調査基
準価格の

公表

最低制限
価格制度
の導入状

況

最低制限
価格の公

表

債務負担
行為

の活用

予定価格の公
表

導入状況 ダンピング対策
R5年度競
争入札平
均落札率

＜建築コンサルタント業務＞

栄村 未実施 未導入 未導入 未導入 ― 未導入 ―
活用してい

ない
全案件事後公

表 -

5 



（３）団体からの提案議題 ２ 

 

長野県地質ボーリング業協会 

 

「地質リスクマネジメントについて」 



令和７年５月１５日

１．令和６年度　長野県・地質調査の発注状況
※長野県地質ボーリング業協会内でまとめたもので、数件抽出漏れもあります

１）発注・応札・受注の金額と件数

発注金額は約4,400万円・発注件数は53件減少。

1件当たりの平均金額は28万円増と、昨年とほぼ変わらず。

くじ件数は昨年より約3割減。

２）発注案件の内訳
（千円）

受注希望型の発注件数はほぼ変わらなかった

ものの、発注金額は昨年の約1.5倍。

簡易Ⅱ型は、金額・件数ともに昨年の半分以下

まで減少。総合評価も、金額・件数ともに昨年

より3割近く減っている。

総合評価は毎年1～2割ずつ増えていただけに、

今後の発注動向に注意が必要。

3）発注金額内訳・区分別

地すべり対策・道路改良・砂防・治山に

ついては、昨年より件数で1～6割・金額

で2～6割減少している。

特に道路改良は、1件当たりの平均金額は

変わらなかったものの、件数・金額とも

に昨年の半分にも満たなかった。

955合計 199,675 229 871 201,206 217 927 156,755 164

1,274

その他 7,029 15 468 11,928 16 745 16,275 17 957

河川改修 3,366 4 841 2,679 5 535 8,920 7

1,506

急傾斜 12,417 15 827 8,517 12 709 8,950 12 745

ため池調査 9,174 5 1,834 14,077 9 1,564 13,561 9

27 817

治山 4,573 8 571 5,699 9 633 3,086 5 617

57 1,023

道路改良 55,418 75 738 58,233 68 856 25,562 30 852

146,666

総合評価

発注
R04年度 R05年度 R06年度

金額（万円） 件数 1件当たり
平均金額(万円) 金額（万円） 件数 1件当たり

平均金額(万円) 金額（万円） 件数 1件当たり
平均金額(万円)

75.6%77.9%73.7%70.7%

-53-44,451-41-48,841

72,211 62 1,164 58,318

27,862 36 773 22,083

R04 199,675 229 871 120

発注

金額（万円） 件数 1件当たり
平均金額(万円) くじ件数

R05 201,206 217 927 82

R06 156,755 164 955 55

差 -44,451 -53 28 -27
対R05比(%) 77.9% 75.6% 103.0% 67.1%

合計

金額（万円） 件数 金額（万円） 件数 金額（万円）

R04 33,671 65 19,338 32

受注希望 簡易Ⅱ型

199,675 229

件数 金額（万円） 件数

132

156 201,206 217

R06 34,350 40 4,345 9

R05 23,609 42 10,696 19 166,901

118,060 115 156,755 164

差 10,741 -2 -6,351 -10
対R05比(%) 145.5% 95.2% 40.6% 47.4%

地すべり対策 78,263 63 1,242

砂防 29,435 44 668

236
107

1,669

344
43

1,181

0

500

1,000

1,500

2,000

受注希望 簡易Ⅱ型 総合評価

百万円 発注金額 R05 R06

42
19

156

40

9

115

0

50

100

150

200

受注希望 簡易Ⅱ型 総合評価

件 発注件数
R05 R06



2025年2月

（一社）全国地質調査業協会連合会

【要 旨】

複雑な地質・地盤を相手にしなければならない我が国において、地
質調査から得られる地質・地盤、地下水に関する情報は、工事を円
滑に進めるだけでなく工事費の過度な増大への抑制にも有益です。

公共事業予算が伸び悩んでいるなかで、建設工事費デフレーターの
急増など費用の増加が工事費に影響するのは当然のことですが、そ
の影響が地質調査予算の減に影響しないことを強く要望します。

地質調査費用を充実させることは、トータルコストで見た場合にコ
スト縮減効果があることを改めてご認識下さるようお願い致します。

トータルコスト縮減に寄与する

地質調査の発注促進を

提供：⿅島・⼤成特定建設⼯事共同企業体



日本列島の成り立ちは極めて複雑

日本列島は4枚のプレートの境界に位置し、常に複雑な応力場にさらされて
おり、そのために複雑な地質から成ると同時に活発な地震や火山活動を受
けています。
このように日本の地質は、欧米と比べても歴然とした差があり、極めて複雑
な状態にあると言えます。

日本は４枚のプレートの衝突部に位置しています。
特に太平洋プレートとフィリピン海プレートに押され複
雑な応力場となっています。そのため、日本列島は脆
弱で複雑な地質から成ると同時に、地震や火山噴火
が多発する環境にあります。
このような環境は、欧米とはまったく異なることが、

同じ縮尺で比較した右の地質図を見ると一目瞭然で
す。

この複雑さに加え、豪雨が年々増してきていることや、
全世界のM6の地震のうち約20%が日本周辺で生じて
いるという事実も、国内の建設事業をより困難にして
いる要因であることは言うまでもありません。

気象庁ホームページより

時間雨量50mm以上の年間発生回数の推移時間雨量50mm以上の年間発生回数の推移

地震本部「日本の地震活動」より

日本周辺の地震活動日本周辺の地震活動

プレートテクトニクスからみた日本列島プレートテクトニクスからみた日本列島 日本と欧米の地質の比較日本と欧米の地質の比較

1885～1995年、M6以上
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公共工事における不確実性の発現

地質・地盤に関連した工事中の事故はあとを絶ちません。
不測の事態とならないために、必要十分な情報を得る必要があります
公共工事における不確実性の発現頻度を調べた結果によれば、その要因
のうち地質・地盤、地下水関連が極めて多いことが分かります。
言い換えれば、地質調査を的確に実施し不確実性を評価することは、工事
中の不確実性の発現に対する抑制効果があると考えられます。

工事の障害となる不確実性発現の
要因として、地質・土質条件や地下
水など地質・地盤・地下水など地質
調査で調べるべき要因が大きく影
響しています。

（木村 泰ほか：土木学会年次学術講演会、2023.9）

最近の地質・地盤に関連した工事中の事故・トラブルの例最近の地質・地盤に関連した工事中の事故・トラブルの例

工事の障害となる不確実性の発現要因の調査事例工事の障害となる不確実性の発現要因の調査事例

5



地質調査の充実はコスト削減に寄与する

公共事業評価手法研究委員会の報告によれば、事業費増大に関する不確
実性の大きな要因は地質・土質条件であることが明確になりました。
地質調査の的確な実施と、設計・施工への反映が事業費の抑制に直結す
ると言えます。
工事費に対する地質調査費の比率が下がれば、工事費の増大につながり
やすいと言われています。
国内の地質調査費の工事費に対する割合が年々減少している（前ページ
参照）ことは、トータルコスト縮減の目的に逆行していると考えます。

英国土木学会（全地連訳）：
「ジオリスクマネジメント」より

英国の高速道路における事例
英国の事例ではあります

が、工事費に対する地質調
査費の比率が少ないほど
工事費の増額変更が大きく
なることを示しています。

（国土交通省：令和6年度第1回公共事業評価手法研究委員会資料，2024.5に基づき作成）

事業費増大に関する不確実性の要因事業費増大に関する不確実性の要因

工事費に対する調査費の比率と建設コストの増加割合の例工事費に対する調査費の比率と建設コストの増加割合の例
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	＜ダンピング対策について＞

